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全国市町村健康づくり事業において住民ニーズの把握が

事業に与える影響について
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目的 予防医学を中心とした基本戦略の柱である「健康日本21」は，計画策定の情報の共有化と

目標管理・評価により，国民の意識改革と行動変容を促しており，さらに関連団体，行政，

地域住民等の連携を重視している。多くの自治体では，独自の健康づくりへの取り組みを行

っているが，その評価に関する問題点は数多く指摘されており，また，それぞれの事業がど

の程度根拠に基づいているのか明確ではないことが多い。そこで，本研究では，地域住民

ニーズの把握が事業に与える影響と，他部署・他機関との連携の現状を明らかにすることを

目的とした調査を行った。

方法 2003年 9 月～11月，政令指定都市を除く全国市町村健康づくり部局を対象に，各市町村規

模，「健康日本21」に関連した計画策定，計画の実行，評価（地域住民ニーズの行政施策へ

の反映，健康水準への貢献，事業の有効性の根拠），将来的な計画遂行構想，住民を対象と

した取り組み，市町村の属性等 7 領域についての質問紙調査を行い，地域住民ニーズの把握

が事業に与える影響と，他部署・他機関との連携について検討した。

結果 調査対象は1,975市町村（回収率61.4％）であった。地域住民ニーズの把握状況は，「把握

している」41.2％，「把握していない」56.2％であった。「健康づくり」分野における地域住

民ニーズの把握の重要性は，「とても必要」75.1％，「どちらかといえば必要」22.6％であっ

た。把握した地域住民ニーズの行政政策への反映は，「反映している」44.9％，「反映してい

ない」26.4％，「わからない」17.5％であった。「健康づくり」に関する事業による住民の健

康水準への貢献は，「貢献してきた」87.1％，「貢献してこなかった」2.5％，「わからない」

9.0％であった。健康づくりに関する事業の有効性の根拠は，「事業には有効性があると判断

できる根拠がある」14.4％，「事業には有効性があると思うがその根拠が明らかでない」

75.8％であった。「地域住民ニーズの把握状況」と「行政施策への反映」，「地域住民ニーズ

の把握状況」と「事業の有効性の根拠」との間には有意な関連がみられた。

結論 6 割の市町村で地域住民ニーズを把握していない現状が明らかとなった。地域住民ニーズ

を把握している市町村のほうが，行政施策や住民の健康水準の貢献に反映していた。また，

事業の有効性の根拠を持っている市町村は，行政施策にも反映できていた。これらのことよ

り，地域住民ニーズを把握することが，効果的な事業を企画，実施していく上で必要であ

り，単に住民ニーズを「知る」以上の効果があることが示唆された。

Key words：健康日本21，事業評価，地域住民ニーズ

Ⅰ 緒 言

近年，わが国の疾病構造は，主に，生活習慣病

へと変化し，個人の行動変容が疾病予防に大きく

影響する時代となっている。これに対し，厚生労

働省は，予防医学を中心とした基本戦略として
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「健康日本21」を平成12年に公表し，昨年（平成

17年）はその中間評価の時期を迎えている。「健

康日本21」では，効果的にこの施策を推進してい

くために，計画策定の情報の共有化と目標管理・

評価により，国民の意識改革と行動変容を促して

おり，さらに関連団体，行政，地域住民等の社会

全体が連携することを重視している。とくに「健

康づくり」・「体力づくり」は，旧来，別事業とし

て取り組まれていたが，これら双方の連携と一貫

性が望まれ，とくに連携の必要性が強調されてい

る1)。

「健康日本21」の特徴として2)，根拠に基づい

て作られた目標を国民の達成目標とすることが挙

げられる。多くの自治体では，その地域独自の健

康づくりへの取り組み3,4)を行ってきているが，

有効性や貢献度といった評価は，容易なものとそ

うではないものが存在し，「健康日本21」だけに

とどまらず保健事業の評価に関する問題点は数多

く指摘されている5～8)。また，それぞれの事業が

どの程度根拠に基づいて作成されたか，どういっ

た成果が挙げられたかも明確ではないことが多い。

そこで，本研究では，地域住民ニーズの把握が

事業に与える影響と，他部署・他機関との連携の

現状を明らかにすることを目的とした調査を行

った。

Ⅱ 研 究 方 法

調査対象者は，政令指定都市を除く全国市町村

の健康づくり部局を対象に，担当部局の担当者に

記入を依頼した。調査票は2003年 9 月に郵送し，

記入後，研究室宛てに返信してもらい，2003年11

月まで返信されたものを今回の解析対象とした。

調査内容としては，各市町村規模（予算，職員

数・「健康づくり」部局の規模）に加え，「健康日

本21」に関連した計画策定，計画の実行，評価

（地域住民ニーズの行政施策への反映，健康水準

への貢献，事業の有効性の根拠），将来的な計画

遂行構想，住民を対象とした取り組み，市町村の

属性（人口，自治体の予算規模，担当部局の職員

数等）等 7 領域（103設問）について質問紙調査

を行った。その中の一部より，地域住民ニーズを

把握することが事業に与える影響と，他部署・他

機関との連携の現状を明らかにした。

Ⅲ 研 究 結 果

1. 調査票の回収結果

全国市町村（政令指定都市を除く）3,216市町

村のうち，回答が得られた市町村は1,975市町村

（回収率61.4％）であった。なお，期間内に回収

した調査票はすべて有効回答とした。都道府県別

回答数は表 1 に示す。

2. 地域住民ニーズの把握

計画策定に関連して地域住民ニーズの把握状況

について（質問：現在の地域住民のニーズの把握

の状況について，当てはまるものの番号に 1 つだ

け○をつけてください。）は，4 つの選択肢，「か

なり把握されている」，「だいたい把握されてい

る」，「あまり把握されてない」，「ほとんど把握さ

れていない」のうち，「かなり把握されている」

と「だいたい把握されている」を併合して「把握

している」，「あまり把握されてない」と「ほとん

ど把握されていない」を併合して「把握していな

い」として分析を行った。その結果，「把握して

いる」814（41.2％），「把握していない」1,110

（56.2％）であった（表 2）。「健康日本21」の地

方計画策定時の地域住民ニーズの把握方法（複数

回答）について（質問：『健康日本21』の地方計

画を策定した自治体にお伺いします。計画の策定

にあたっての住民のニーズの把握方法について，

当てはまるものの番号にいくつでも○をつけてく

ださい。）は，「一般住民・住民団体に対する実態

調査行った」757（38.3％）がもっとも多く，次

いで「一般住民・住民団体からの意見聴取を行っ

た」490（24.8％），「保健医療関係者・団体に対

する意見聴取を行った」389（19.7％），「保健医

療関係者・団体に対する実態聴取を行った」116

（5.9％）であった（表 2）。「健康づくり」分野に

おける地域住民ニーズの把握の重要性について

（質問：「健康づくり」分野における地域住民ニー

ズの把握の重要性について，当てはまる番号に 1

つだけ○をつけてください。）は，「とても必要で

ある」1,484（75.1％），「どちらかというと必要

である」446（22.6％），「どちらかというと必要

ではない」3（0.2％）であった（表 2）。「健康づ

くり」の具体的な事業を企画するにあたり参考に

する情報源（複数回答）について（質問：「健康

づくり」に関する具体的な事業計画にあたって参
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表１ 調査対象市町村数

解析対象 市町村数 回収率（％）

北 海 道 179 211 84.83
青 森 県 32 68 47.06
岩 手 県 43 59 72.88
宮 城 県 62 69 89.86
秋 田 県 55 70 78.57
山 形 県 21 45 46.67
福 島 県 56 91 61.54
茨 城 県 72 84 85.71
栃 木 県 33 50 66.00
群 馬 県 51 70 72.86
埼 玉 県 61 90 67.78
千 葉 県 36 79 45.57
東 京 都 18 40 45.00
神奈川県 14 36 38.89
新 潟 県 40 111 36.04
富 山 県 26 36 72.22
石 川 県 15 42 35.71
福 井 県 18 36 50.00
山 梨 県 36 59 61.02
長 野 県 58 119 48.74
岐 阜 県 31 97 31.96
静 岡 県 60 74 81.08
愛 知 県 50 87 57.47
三 重 県 60 70 85.71
滋 賀 県 38 53 71.70
京 都 府 18 44 40.91
大 阪 府 19 44 43.18
兵 庫 県 49 88 55.68
奈 良 県 9 48 18.75
和歌山県 40 51 78.43
鳥 取 県 8 40 20.00
島 根 県 14 60 23.33
岡 山 県 43 79 54.43
広 島 県 45 79 56.96
山 口 県 40 54 74.07
徳 島 県 16 51 31.37
香 川 県 19 38 50.00
愛 媛 県 45 70 64.29
高 知 県 14 54 25.93
福 岡 県 79 95 83.16
佐 賀 県 36 50 72.00
長 崎 県 47 80 58.75
熊 本 県 77 91 84.62
大 分 県 58 59 98.31
宮 崎 県 32 45 71.11
鹿児島県 81 97 83.51
沖 縄 県 21 53 39.62
合 計 1,975 3,216 61.41

表２ 地域住民ニーズの把握

度数 ％

住民ニーズの把握状況

把握している 814 41.2
把握していない 1,110 56.2
未記入 51 2.6
合 計 1,975 100.0

計画策定時の住民ニーズの把握方法（複数回答）

住民の実態調査 757 38.3
住民から意見聴取 490 24.8
関係者の実態調査 116 5.9
関係者から意見聴取 389 19.7
マスコミから意見聴取 8 0.4
特に行わなかった 47 2.4

住民ニーズの把握の重要性

とても必要 1,484 75.1
どちらかといえば必要 446 22.6
どちらかといえば必要なし 3 0.2
必要なし 2 0.1
わからない 11 0.6
未記入・無効回答 29 1.5
合 計 1,975 100.0

健康づくり事業計画時の情報源（複数回答）

一般新聞等の講読 1,163 58.9
業界新聞等の講読 1,037 52.5
健康・医学・体力関係の専門書・
教科書・雑誌等の講読

1,691 85.6

学会・研修会等の参加 1,557 78.8
国主催の会議出席 316 16.0
他自治体主催の会議出席 624 31.6
口コミ 277 14.0
その他 170 8.6
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考にする情報源について，当てはまるものの番号

にいくつでも○をつけてください）は，「健康・

医学・体力関係の専門書・教科書・雑誌等の講読」

1,691（85.3％）がもっとも多く，次いで「学会・

研修会等への参加」1,557（78.8％），「一般の新

聞や雑誌の購読」1,163（58.9％），「業界新聞や

業界誌の購読」1,037（52.5％），「他の自治体が

主催する会議への出席」624（31.6％）などであ

った（表 2）。

3. 他部署，他職種，他自治体との連携

「健康づくり」事業と「体力づくり」事業との

間の連携についての回答（質問：「健康づくり」

に関する事業と「体力づくり」に関する事業の間

の連携について，当てはまるものの番号に 1 つ○
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表３ 健康・体力事業連携

度数

健康・体力事業連携

連携あり 526
連携なし 1,123
わからない 255
未記入 71
合 計 1,975

健康・体力事業連携の必要性

連携必要あり 1,569
現状でよい 168
わからない 152
未記入 86
合 計 1,975

519第53巻 日本公衛誌 第 7 号平成18年 7 月15日

をつけてください。）は，6 つの選択肢「十分な

連携がとられている」，「かなり連携がとられてい

る」，「あまり連携がとられていない」，「ほとんど

連携がとられていない」，「全くとられていな

い」，「わからない」のうち，「十分な連携がとら

れている」と「かなりの連携がとられている」を

併合して「連携がとられている」，「あまり連携が

とられていない」と「ほとんど連携がとられてい

ない」と「全くとられていない」を併合して「連

携がとられていない」として分析を行った。その

結果，「連携がとられている」526（26.6％），「連

携がとられていない」1,123（56.9％）であった。

また，「健康づくり」事業と「体力づくり」事業

間での連携の必要性についての回答（質問：「健

康づくり」事業と「体力づくり」事業間での連携

の必要性について当てはまるものの番号に 1 つ○

をつけてください。）は，「さらに，かなり連携を

とる必要がある」と「現在より，もう少し連携を

とる必要がある」を併合して，「連携をとる必要

がある」1,569（79.4％），「現状のままでよい」

168（8.5％）であった（表 3）。さらに，都道府

県の情報の必要性を求めている市町村（質問：

「健康づくり」に向けた他の都道府県の動向に関

する情報の必要性について当てはまるものの番号

に 1 つ○をつけてください。）は1,712（86.7％），

他市町村の情報を求めている市町村（質問：「健

康づくり」に向けた市町村の動向に関する情報の

必要性について当てはまるものの番号に 1 つ○を

つけてください。）は1,849（93.6％），国の情報

を求めている市町村（質問：「健康づくり」に向

けた国の動向に関する情報の必要性について当て

はまるものの番号に 1 つ○をつけてください。）

は1,818（92.1％）であり，ほとんどの市町村が

都道府県や他市町村，国の動向に関する情報を必

要としていた。

「健康づくり」を進めるための NPO 等の民間

団体に対する支援（複数回答）について（質問：

「健康づくり」を進めるための NPO やボランテ

ィア団体等を含めた民間・団体に対する支援につ

いて，当てはまるものの番号に 1 つだけ○をつけ

てください。）は，「行っている」691（35.0％），

「行っていない」1,192（60.4％）であった。「健

康づくり」を進めるための NPO 等の民間団体に

対する支援を行っている自治体の具体的な支援

（複数回答）（質問：具体的な支援策として，当て

はまるものの番号にいくつでも○をつけてくださ

い。）は，「人材の育成・派遣」434（62.8％）が

もっとも多く，次いで「経常的な運営費に対する

補助」360（52.1％），「イベント開催経費に対す

る補助」161（23.3％），「民間団体の設立への助

言」54（7.8％）などであった。

4. 事業の有効性と住民への反映

把握した地域住民ニーズの行政政策への反映に

ついての回答（質問：把握された地域住民のニー

ズの行政施策への反映について，当てはまるもの

の番号に 1 つだけ○をつけてください。）は，4

つの選択肢，「行政施策に反映しているものがほ

とんどである」，「行政施策に反映しているものが

多い」，「行政施策に反映しているものはあまりな

い」，「行政施策に反映していない」，「わからない」

のうち，「行政施策に反映しているものがほとん

どである」と「行政施策に反映しているものが多

い」を併合して「反映している」，「行政施策に反

映しているものはあまりない」と「行政施策に反

映していない」を併合して「反映していない」と

して分析を行った。その結果「反映している」

887（44.9％），「反映していない」522（26.4％），

「わからない」346（17.5％）であった。また，

「健康づくり」に関する事業による住民の健康水

準への貢献についての回答（質問：現在までの

「健康づくり」に関する事業による住民の健康水

準の向上への貢献について，当てはまるものの番

号に 1 つだけ○をつけてください。）は，「大いに
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表４ 「健康づくり」事業の有効性と住民への反映

度数 ％

住民ニーズの行政施策への反映

反映している 887 44.9
反映していない 522 26.4
わからない 346 17.5
未記入 220 11.1
合 計 1,975 100.0

健康水準への貢献

貢献あり 1,720 87.1
貢献なし 50 2.5
わからない 177 9.0
未記入 28 1.4
合 計 1,975 100.0

事業の有効性の根拠

根拠あり 285 14.4
根拠は明らかでない 1,497 75.8
有効性がないかもしれない 47 2.4
有効性なしの根拠あり 2 0.1
わからない 112 5.7
未記入・無効回答 32 1.6
合 計 1,975 100.0

図１ 地方計画策定の具体的効果（複数回答）
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貢献してきた」と「やや貢献してきた」を併合し

て，「貢献してきた」1,720（87.1％），「貢献して

こなかった」50（2.5％），「わからない」177

（9.0％）であった（表 4）。「健康日本21」の地方

計画を策定したことによる具体的な効果（複数回

答）（質問：『健康日本21』の地方計画を策定した

ことによる具体的な効果について，当てはまるも

のの番号にいくつでも○をつけてください。）は，

「数値目標により事業の方向性が明確になった」

576（29.2％），「住民の健康状態等に関する実態

把握ができた」556（28.2％），「関係者による連

携がとりやすくなった」423（21.4％），「首長や

上司が関心を一層持つようになった」316（16.0％）

であった（図 1）。

現在までの「健康づくり」に関する事業の有効

性の根拠について（質問：現在までの「健康づく

り」に関する事業の有効性の根拠について，当て

はまるものの番号に 1 つだけ○をつけてくださ

い。）は，「概ねの事業には，有効性があると判断

できる根拠がある」285（14.4％），「概ねの事業

には，有効性があると思うが根拠が明らかでない」

1,497（75.8％）であった（表 4）。今後の「健康

づくり」事業の実施にあたり事業の有効性に対す

る考え方についての回答（質問：今後の「健康づ

くり」に関する事業の実施にあたって，事業の有

効性に対する考え方について，当てはまるものの

番号に 1 つだけ○をつけてください。）は，「もっ

と有効性を明らかにする研究が必要である」

1,269（64.3％），「有効性を示す根拠が得られな

くても有効性が期待出来ればよい」503（25.5％），

「有効性を証明するのは困難なのであまり重視す

べきではない」49（2.5％）であった。

「健康づくり」に関する事業に対する国からの

補助制度について（質問：「健康づくり」に関す

る事業に対する国からの補助制度について，当て

はまるものの番号に 1 つだけ○をつけてくださ

い。）は，「今後増額すべきである ｣ 1,710

（86.6％），「今後も現在程度の金額でよい」97

（4.9％），「今後は減額すべきである」14（0.7％），

「わからない」114（5.8％）であった。さらに，

増額すべき補助制度の種類に関して（質問：今

後，増額すべき補助制度の種類について，当ては

まるものの番号に 1 つだけ○をつけてください。）

は，「人材確保等への費用補助」865（50.6％），

「施設や設備の運営費用の補助」286（16.7％），

「施設や設備の整備費用の補助」233（13.6％），

「新たな取り組みを志向するための研究的な事業

実施への費用補助」183（10.7％）であった。「健

康づくり」のために住民自身（個人）が努力すべ

き分野について（質問：「健康づくり」のために

住民自身がさらに努力すべき分野について，当て

はまるものの番号にいくつでも○をつけてくださ

い。）は，「もっと長続きするように生活習慣を改

善する強い意思を持つべきである」 1,302

（65.9％），「もっと時間をかけるべきである」728

（36.9％），「もっと専門的な知識を取得すべきで
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図２ 個人努力すべき分野（複数回答）

表５ 住民のニーズ把握状況と行政施策への反映

行政施策への反映
未記入 合計

反映している 反映していない わからない

住民のニーズ
把握状況

把握している

度 数 574 152 60 28 814
住民のニーズ把握状況％ 70.5 18.7 7.4 3.4 100.0

把握していない

度 数 302 368 273 167 1,110
住民のニーズ把握状況％ 27.2 33.2 24.6 15.0 100.0

未記入

度 数 11 2 13 25 51
住民のニーズ把握状況％ 21.6 3.9 25.5 49.0 100.0

合 計

度 数 887 522 346 220 1,975
住民のニーズ把握状況％ 44.9 26.4 17.5 11.1 100.0

x2 検定 P＝0.000（未記入は除く）
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ある」643（32.6％），「もっと専門家による指導

を受けるべきである」620（31.4％）であった

（図 2）。

地域住民ニーズを把握していると回答した814

市町村の中で，行政政策に「反映している」と回

答した市町村は574（70.5％），「反映していない」

と回答した市町村は152（18.7％）であった。ま

た，ニーズを把握していないと回答した1,110市

町村の中で，行政政策に「反映している」302

（27.2％），「反映していない」368（33.2％）であ

った。行政施策に反映している市町村では，574

（70.5％）の市町村において地域住民ニーズを把

握しており，地域住民ニーズを把握していない市

町村は302（27.2％）であった。x2 検定の結果，

地域住民ニーズの把握と，行政施策への反映との

間には有意な関連がみられた（P＝0.000）（表 5）。

同様に，地域住民ニーズを把握していると回答し

た814市町村の中で，住民の健康水準へ「貢献し

てきた」と回答した市町村は768（94.3％），「貢

献してこなかった」と回答した市町村は 8（1.0％）

であり，地域住民ニーズを把握していないと回答

した1,110市町村の中で，住民の健康水準に「貢

献してきた」と回答した市町村は921（83.0％），

「貢献してこなかった」と回答した市町村は42

（3.8％）であった。

地域住民ニーズの把握状況と事業の有効性の根

拠については，地域住民ニーズを把握していると

回答した814市町村の中で，「事業には有効性があ

ると判断できる根拠がある」と回答した市町村は

174（21.4％），「事業には有効性があると思うが

根拠が明らかでない」と回答した市町村は602

（74.0％）であった。また，ニーズを把握してい

ないと回答した1,110市町村の中で，「事業には有

効性があると判断できる根拠がある」と回答した

市町村は109（38.2％），「事業には有効性がある

と思うが根拠が明らかでない」と回答した市町村

は867（57.9％）であった。事業の有効性の根拠

があると回答している市町村では，174（61.1％）

の市町村において地域住民ニーズを把握してお

り，地域住民ニーズを把握していない市町村は

109（38.2％）であった。x2 検定の結果，地域住

民ニーズを把握していることと事業の有効性の根

拠を実感していることの間には有意な関連がみら

れた（P＝0.000）。事業の有効性の根拠と地域住

民の健康水準への貢献については，住民の健康水

準に「貢献してきた」と回答した1,720市町村の
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表６ 行政施策への反映と事業の有効性の根拠

行政施策への反映
未記入 合計

反映している 反映していない わからない

事業の有効性
の根拠

根拠あり

度 数 192 45 20 28 285
事業の有効性の根拠％ 67.4 15.8 7.0 9.8 100.0

根拠は明らかでない

度 数 665 410 273 149 1,497
事業の有効性の根拠％ 44.4 27.4 18.2 10.0 100.0

有効性なし

度 数 10 25.0 8 4 47.0
事業の有効性の根拠％ 21.3 53.2 17.0 8.5 100.0

有効性なしの根拠あり

度 数 0 0 1 1 2
事業の有効性の根拠％ 0.0 0.0 50.0 50.0 100.0

不 明

度 数 16 37 39 20 112
事業の有効性の根拠％ 14.3 33.0 34.8 17.9 100.0

未記入・無効回答

度 数 4 5 5 18 32
事業の有効性の根拠％ 12.5 15.6 15.6 56.3 100.0

合 計

度 数 887 522 346 220 1,975
事業の有効性の根拠％ 44.9 26.4 17.5 11.1 100.0

x2 検定 P＝0.000（未記入は除く）
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うち，事業の有効性の根拠について，「事業には

有効性があると判断できる根拠がある」と回答し

た市町村は281（16.3％），「事業には有効性があ

ると思うが根拠は明らかではない」 1,394

（81.0％），「事業には有効性がないかもしれない」

28（1.6％）であった。また，事業の有効性があ

ると判断できる根拠があると回答した市町村につ

いてみると，地域住民の健康水準に「貢献してき

た」と回答した市町村は281（98.6％），「貢献し

てこなかった」と回答した市町村は 1（2.0％）

であり，x2 検定の結果，事業の有効性の根拠と

地域住民の健康水準への貢献との間には有意な関

連がみられた（P＝0.000）。事業の有効性の根拠

と地域住民ニーズの行政施策への反映について，

事業の有効性があると判断できる根拠があると回

答している市町村では，行政施策へ「反映してい

る」と回答している市町村は192（67.4％），「反

映していない」と回答している市町村は 45

（15.8％）であり，x2 検定の結果，事業の有効性

の根拠と地域住民ニーズの行政施策への反映との

間には有意な関連がみられた（P＝0.000）（表 6）。

Ⅳ 考 察

1. 地域住民ニーズの把握

地方計画策定にあたり，地域住民ニーズを把握

している市町村は 4 割であり，住民ニーズの把握

の重要性を認識している市町村が 7 割以上あるこ

とから，その必要性は理解されているが，現実的

には十分ではなく，現実と理想のギャップが明ら

かとなった。「健康日本21」の地方計画を策定し

た自治体が計画の策定にあたり実施した地域住民

ニーズの把握方法は，住民に対する実態調査・意

見聴取が多かったが，このような情報収集として

の手段は，半数以上の市町村でとられていない現

状も明らかとなった。

次に，地域住民ニーズを把握している市町村の

ほうが，行政施策への反映も地域住民の健康水準

への貢献もなされ，事業の有効性があると判断で

きる根拠をもって展開していろことが示唆され

た。しかし，地域住民ニーズの把握の重要性はど
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ちらかといえば必要と回答した市町村が 2 割以上

存在することに注目すると，地域の健康問題を把

握する上で，地域住民ニーズだけでは客観的に評

価できない部分もあることを示唆していた。「健

康日本21」地方計画の理念として，◯１住民第一主

義，◯２住民の能力向上，◯３環境整備の重視，◯４住

民参加9)が挙げられていることは周知のことであ

る。今回の結果からも，地域住民ニーズの把握

は，根拠のある事業を展開する上で必要であり，

事業計画をする上で最優先されることがわかる。

2. 他部署，他職種，他自治体との連携

健康づくり・体力づくり部局の連携の必要性を

約 8 割が認識しながらも，実際，双方の部局で連

携しているのは 3 割弱であり，他都道府県，他市

町村，国の情報の必要性を感じている市町村が約

9 割であった。これらのことから，様々な関係

者・関係部局・関連機関などとの連携を強く求め

ているが，現実的にはまだ十分に連携ができてい

ないという現実と理想のギャップがここでも伺え

た。「健康日本21」では，施策策定や評価におい

て，関係機関や関係団体連携と共同が不可欠であ

るため，今後は，「健康日本21」が遂行されるに

したがって，連携している自治体は増加し，連携

は強化されていくであろう。

3. 事業の有効性と地域住民への反映

「健康日本21」の地方計画の策定段階として，

調査終了時の時点で，地方計画が策定済みであっ

た市町村は468（23.7％），策定予定であり策定時

期も決まっている市町村は439（45.9％）であっ

た。この状況下で，地方計画策定の具体的効果と

して，数値目標により事業の方向性が明確化し

た，または住民の健康状態等の実態把握ができた

と回答した市町村は半数以上あることから，「健

康日本21」の策定が，事業を遂行する際の具体的

な指標の役割を果たしているといえる。

今回の結果から，地域住民ニーズを把握できて

いる市町村のほうが行政施策へ住民ニーズを反映

できていた。これは，地域住民ニーズを把握して

いる市町村のほうが地域に必要な健康づくり事業

が明確であり，地域住民ニーズに応じた効果的な

事業を企画できているためであると考えられる。

また，地域住民ニーズを把握している市町村で

は，明確な事業を企画展開することができるた

め，地域住民の健康水準の貢献に反映しているこ

とが今回の結果より明らかとなった。さらに，根

拠に基づく事業を展開することで，地域住民の健

康水準への貢献に反映できるため，地域住民ニー

ズの把握により，地域の健康課題を明確にするこ

とで有効な事業を展開し，最終目的として地域住

民の健康水準への貢献につながると考えられる。

今回の結果より，根拠に基づく事業の必要性が

より明確になったといえる。しかし，一方で，事

業の有効性の根拠が明らかではないが，地域住民

の健康水準に貢献していると回答している市町村

が約72％あったことから，主観的に地域住民の健

康水準への貢献を感じているのか，もしくは，健

康水準の貢献は，事業の有効性では図れないこと

を示唆しているのかという問題提起もできる。た

だ，ここで考慮しなくてはならない点として，今

回の調査内容は，実施者の主観であり，実際の効

果とどれだけ整合性がとれているかが不明である

点を踏まえておきたい。また，実施者の主観が，

どの程度の指標となりうるのかは今後の課題と

なる。

個人が努力すべき分野では，継続的な強い意志

と時間が多くあげられている。地域住民に対し努

力してほしい点，または要求する点として行政側

からの視点で挙げられていると考えると，「健康

日本21」は住民参加型の施策であることから10)，

行政側だけの努力ではなく住民側の努力も必要で

あるという行政側からの要望が伺える。このこと

は，実施者の視点から，住民の参加や，住民一人

一人の健康に対する意識の向上を求めているとい

える。

事業の有効性の根拠については，75％以上の市

町村が根拠は明らかではないと回答し，約 4 割の

市町村が事業を絞って実施すべきと感じ，6 割以

上の市町村が事業の有効性を明らかにする研究を

必要としている。また，近年保健所や市町村が発

表している論文数は目覚しく増加している11)。保

健所は，研究機関ではないが，地域保健法にある

ように必要な情報やデータを活用し，地域の公衆

衛生の向上に反映させていることの結果といえ

る。ヘルスプロモーションや公衆衛生領域では，

研究と現場（実践）のギャップが存在し12,13)，と

くにヘルスプロモーション活動においては，事業

の展開や評価については容易に一般化できないと

言われている14,15)。そのため，今後は，大学等の
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研究機関と地域の連携により，明確なエビデンス

によって事業の有効性を導き出すことが必要で

ある。

最後に，本調査によるバイアスの検討をする。

本研究の調査記入にあたっては，担当部局の担当

者が記入する方法を取った。評価に関わる質問な

ど記入者個人の主観的な要素が入る可能性もある

が，概ね，その自治体の意を代表しているものと

して捉えている。事業の評価や効果に関する質問

も，行政側の自己評価的な要素を含んでおり，こ

の判断には行政側の主観的な部分が存在すること

は否定できない。したがって，実施者の（行政側

の）自己評価が，実際の施策の結果としてどの程

度反映できているかが明確ではない点も考慮すべ

きである。また，調査の時期について，市町村合

併と重なり，調査の回答後に合併した市町村や合

併直後に回答した市町村が混在していることか

ら，回答に何らかの影響が出た可能性もある。

Ⅴ 結 語

今回の調査では，地域住民ニーズの把握や他部

署・他機関との連携が，事業にどのように影響し

ているかを明らかにするために，全国市町村に対

し質問紙調査を行い，回答が得られた1,975市町

村（回収率61.4％）について分析を行った。その

結果，地域住民ニーズを把握しているのは41.2％

の市町村であり，56.9％の市町村において把握し

ていない状況が明らかとなった。また，地域住民

ニーズを把握している自治体のほうが，「行政施

策へ反映している」，「健康水準への貢献してき

た」，「事業には有効性があると判断できる根拠あ

り」を多く回答していた。「体力づくり部局」，

「健康づくり部局」との連携の必要性については

8 割が必要としているが，現状では「連携あり」

と回答した市町村は 3 割弱であった。地域住民

ニーズを把握することが，効果的な事業を企画，

実施していく上で必要であり，単に住民ニーズを

「知る」以上の効果があることが示唆された。

本調査にご協力いただきました，全国市町「健康づ

くり」・「体力づくり」部局の担当者の皆様に深く感謝

いたします。

本研究は，平成16年度文部科学省科学技術振興調整

費「高齢者の生活機能維持・増進と社会参加を促進す

るための地域システムに関する研究」事業の一部とし

て行った。
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